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○仙台市ひとにやさしいまちづくり条例施行規則 

平成八年七月一〇日 

仙台市規則第六三号 

（趣旨） 

第一条 この規則は、仙台市ひとにやさしいまちづくり条例（平成八年仙台市条例第三十号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（公益的施設等） 

第三条 条例第二条第一号の規則で定める施設は、別表第一公益的施設の欄に掲げるものと

する。 

２ 条例第二条第二号の公益的施設のうち特に福祉整備が必要なものとして規則で定める

ものは、別表第一公益的施設の欄に掲げる施設のうち、当該指定施設の欄に掲げる施設と

する。 

３ 条例第二条第五号の規則で定める移動施設は、次に掲げるものとする。 

一 鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成十三年国土交通省令第百五十一号）第

二条第十二号に規定する車両（旅客車に限る。） 

二 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第三条第一号イに規定する一般乗合旅

客自動車運送事業の用に供する自動車 

三 タクシー業務適正化特別措置法（昭和四十五年法律第七十五号）第二条第一項に規定

するタクシー 

四 海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）第二条第五項に規定する一般旅客定期

航路事業の用に供する旅客船 

４ 条例第二条第六号の規則で定める工作物は、次に掲げるものとする。 

一 案内板、案内標示その他これらに類するもの（公益的施設の部分として整備基準によ

り整備されるものを除く。） 

二 公衆電話所（公益的施設の部分として整備基準により整備されるものを除く。） 

三 交通信号機（公益的施設の部分として整備基準により整備されるものを除く。） 

（整備基準） 

第四条 条例第七条第一項の整備基準は、別表第二のとおりとする。 

（指定施設に関する施設工事等の届出等） 
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第五条 条例第九条第一項の規定による届出をしようとする者は、建築基準法（昭和二十五

年法律第二百一号）第六条第一項（同法第八十七条第一項において準用する場合を含む。）

の規定による確認の申請書の提出と同時に届け出る場合を除き、当該届出に係る行為に着

手する日の三十日前までに、施設の名称、構造、規模その他必要な事項を記載した施設工

事等施行（変更）届出書に別に定める書類及び図書を添えて市長に提出しなければならな

い。 

２ 条例第九条第一項の規則で定める軽微な変更は、整備基準の適用の変更を伴わないもの

及び工事着手予定期日又は工事完了予定期日に係る変更とする。 

３ 条例第九条第二項の規則で定める期日は、施設工事等が完了した日から起算して四日を

経過した日とする。 

４ 条例第九条第三項の規定による公表は、次に掲げる事項について市の公報への登載その

他市長が適当と認める方法により行うものとする。 

一 施行主等の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

二 施行主等の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

三 公表の原因となる事実 

四 前三号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（身分証明書） 

第六条 条例第十一条第二項に規定する職員の身分を示す証明書の様式は、様式第一号によ

る。 

（適合証） 

第七条 条例第十三条第一項に規定する適合証の様式は、様式第二号による。 

（審議会の会長及び副会長） 

第八条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（審議会の臨時委員） 

第九条 臨時委員は、学識経験者、各種団体の代表者及び関係行政機関の職員のうちから、

市長が委嘱する。 

２ 臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

（審議会の会議） 

第十条 会長は、審議会の会議を招集し、その議長となる。 
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２ 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、

議決をすることができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、

可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（資料提出その他の協力） 

第十一条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係部局の

職員に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を求めることができる。 

２ 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、前項の職員以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（審議会の庶務） 

第十二条 審議会の庶務は、健康福祉局地域福祉部社会課において処理する。 

（審議会の運営事項） 

第十三条 この規則に規定するもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

（国等に関する特例） 

第十四条 条例第二十一条第一項の規則で定める法人は、法令により、建築基準法第十八条

の規定の適用について国又は地方公共団体とみなされる法人及び地方公共団体の組合と

する。 

（実施細目） 

第十五条 この規則の実施細目は、健康福祉局長が定める。 

イ 建築物（建築基準法第二条第一号又は第二号に規定するものをいう。以下同じ。） 

公益的施設 指定施設 

一 社会福祉施設 

1 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の三

に規定する老人福祉施設 

2 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条第二十八

項に規定する介護老人保健施設 

3 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成十七年法律第百二十三号）第五条第十一項に規定

する障害者支援施設 

4 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第

全ての施設 
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五条第一項に規定する身体障害者社会参加支援施設 

5 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一

項に規定する児童福祉施設 

6 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二条第二項

第七号の授産施設 

7 その他1から6までに掲げる施設に類するもの 

二 病院、診療所及び助産所 全ての施設 

三 学校等施設 

1 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定

する学校、同法第百二十四条に規定する専修学校及び同法第

百三十四条第一項に規定する各種学校 

2 自動車教習所 

3 職業能力開発校、職業能力開発短期大学校、職業能力開発

促進センター、障害者職業能力開発校 

全ての施設 

四 官公庁の庁舎 全ての施設 

五 公益事業の営業所等 

1 郵便局 

2 ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第二条第二項

に規定するガス小売事業の用に供する営業所及び事務所 

3 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項

第二号に規定する小売電気事業の用に供する営業所及び事

務所 

4 電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第

四号に規定する電気通信事業（同法第九条ただし書に規定す

る電気通信回線設備を設置して行うものに限る。）の用に供

する営業所及び事務所 

5 その他1から4までに掲げる施設に類するもの 

全ての施設 

六 金融機関の本店、支店その他の店舗 

1 銀行 

2 長期信用銀行 

3 農業協同組合 

全ての施設 
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4 水産業協同組合 

5 信用協同組合 

6 信用金庫 

7 労働金庫 

8 農林中央金庫 

9 商工組合中央金庫 

10 証券会社 

11 日本銀行 

12 日本政策投資銀行 

13 日本政策金融公庫 

七 公衆便所 全ての施設 

八 火葬場 全ての施設 

九 文化施設 

1 図書館 

2 博物館 

3 その他1及び2に掲げる施設に類するもの 

全ての施設 

十 集会施設 

1 集会場 

2 公会堂 

3 公民館 

4 冠婚葬祭施設 

5 その他1から4までに掲げる施設に類するもの 

全ての施設 

十一 地下街等 

1 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第八条の二第一

項に規定する地下街 

2 消防法施行令（昭和三十六年政令第三十七号）別表第一（十

六の三）項に規定する建築物の地階で連続して地下道に面し

て設けられるものと当該地下道とを合わせたもの 

全ての施設 

十二 飲食店 当該用途に供する部分

の床面積（従業員のみの利

用に供する部分を含む。以
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下「用途面積」という。）

の合計が百平方メートル

を超える施設 

十三 百貨店、マーケットその他物品販売業を営む店舗 用途面積の合計が百平

方メートルを超える施設 

十四 理容所等 

1 理容所 

2 美容所 

用途面積の合計が五十

平方メートルを超える施

設 

十五 クリーニング取次店、貸衣装屋、旅行代理店その他サービ

ス業を営む店舗 

用途面積の合計が百平

方メートルを超える施設 

十六 体育館、ボーリング場、スケート場、水泳場、スポーツの

練習場その他これらに類する施設 

用途面積の合計が五百

平方メートルを超える施

設 

十七 劇場、映画館、観覧場その他これらに類する施設 用途面積の合計が五百

平方メートルを超える施

設 

十八 展示場その他これに類する施設 用途面積の合計が五百

平方メートルを超える施

設 

十九 ダンスホール、遊技場、マージャン屋、ぱちんこ屋、カラ

オケボックスその他これらに類する施設 

用途面積の合計が五百

平方メートルを超える施

設 

二十 公衆浴場 用途面積の合計が百平

方メートルを超える施設 

二十一 ホテル、旅館その他これらに類する施設 用途面積の合計が五百

平方メートルを超える施

設 

二十二 事務所 用途面積の合計が二千

平方メートルを超える施

設 

二十三 工場 用途面積の合計が二千
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平方メートルを超える施

設 

二十四 公共交通機関の施設 

1 鉄道の駅舎 

2 港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第二条第五項第

七号に規定する旅客施設 

3 自動車ターミナル法（昭和三十四年法律第百三十六号）第

二条第六項に規定するバスターミナル 

4 空港法（昭和三十一年法律第八十号）第二条に規定する空

港 

全ての施設 

二十五 自動車車庫（駐車場法施行令（昭和三十二年政令第三百

四十号）第十五条の規定により国土交通大臣が認める特殊の装

置のみを用いるもの（以下「機械式駐車場」という。）を除く。） 

用途面積の合計が五百

平方メートル以上の施設 

二十六 共同住宅等 

1 共同住宅 

2 寄宿舎 

戸数（寄宿舎にあって

は、共用のものを除く室

数）が五十を超える施設 

二十七 複合施設 一の項から二十五の項までに掲げる公益的

施設が二以上存する建築物で用途面積の合計が二千平方メー

トルを超えるものの当該用途に供する部分 

全ての施設 

ロ 建築物以外の公共交通機関の施設 

公益的施設 指定施設 

1 鉄道の駅舎 

2 港湾法第二条第五項第七号に規定する旅客施設 

3 自動車ターミナル法第二条第六項に規定するバスターミナル 

4 空港法第二条に規定する空港 

全ての施設 

ハ 道路 

公益的施設 指定施設 

道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第二条第一項に規定す

る道路（自動車のみの一般交通の用に供する道路を除く。） 

全ての施設 

ニ 公園 

公益的施設 指定施設 
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一 公園及び緑地 

1 児童福祉法第四十条に規定する児童遊園 

2 都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第二条第一項

に規定する都市公園 

3 港湾法第二条第五項第九号の三に規定する港湾環境整備施

設である緑地 

4 その他これらに類する公園で国又は地方公共団体が設置す

るもの 

全ての施設 

二 動物園等 

1 動物園及び植物園 

2 遊園地 

全ての施設 

ホ 建築物以外の路外駐車場 

公益的施設 指定施設 

駐車場法（昭和三十二年法律第百六号）第二条第二号に規定す

る路外駐車場（機械式駐車場を除く。） 

高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関す

る法律（平成十八年法律第

九十一号）第二条第十三号

に規定する特定路外駐車

場 

別表第二（第四条関係） 

イ 建築物 

整備項目 整備基準 

一 出入口 直接地上へ通ずる主要な出入口（共同住宅等にあっては、共用

のものに限る。以下この項において同じ。）及び駐車場へ通ずる

出入口並びに各室の出入口のうち、それぞれ一以上の出入口は、

次に定める構造とすること。 

1 幅は、内のりを九十センチメートル以上とすること。ただし、

従業員のみの利用に供する室の出入口については、八十センチ

メートル以上とすることができる。 

2 戸を設ける場合においては、当該戸は、自動的に開閉する構造

又は車椅子を使用している者（以下「車椅子使用者」という。）
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が円滑に開閉して通過できる構造とすること。 

3 全面が透明な戸を設ける場合においては、当該戸の存在が明確

に認識できるような表示を設けること。 

4 車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。 

5 靴を履き替える場所においては、体を支えるための手すり、椅

子その他これらに類する設備を設けること。 

二 廊下その他これに類

するもの（以下「廊下

等」という。） 

廊下等（共同住宅等にあっては、共用のものに限る。）は、次

に定める構造とすること。 

1 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

2 段を設ける場合においては、当該段は、三の項に定める構造に

準じたものとすること。 

3 直接地上へ通ずる一の項に定める構造の各出入口又は駐車場

へ通ずる一の項に定める構造の各出入口から各室の一の項に定

める構造の各出入口に至る経路のうち、それぞれ一以上の経路

における廊下等は、次に定める構造とすること。この場合にお

いて、四の項に定める構造のエレベーターが設置されるときは、

当該一以上の経路は当該エレベーターの昇降路を含むものとす

る。 

(1) 幅は、内のりを一・四メートル以上とすること。ただし、

廊下等の末端の付近の構造を車椅子の転回に支障のないもの

とし、かつ、区間五十メートル以内ごとに車椅子が転回する

ことができる構造の部分を設ける場合においては、一・二メ

ートル以上とすることができる。 

(2) 高低差がある場合においては、6に定める構造の傾斜路及

びその踊場又は車椅子使用者用特殊構造昇降機（高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成十

八年政令第三百七十九号）第十八条第二項第六号の規定に基

づき国土交通大臣が定める構造の昇降機で車椅子使用者が円

滑に利用することができるものをいう。以下同じ。）を設け

ること。 

(3) 次に掲げる出入口に接する部分は、水平とすること。 
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ア 一の項に定める構造の出入口 

イ 四の項に定める構造のエレベーターの昇降路の出入口 

ウ 車椅子使用者用特殊構造昇降機の昇降路の出入口 

エ 五の項に定める構造のエスカレーターの乗降口 

(4) 建築物を利用する者の休憩の用に供するための設備（以下

「休憩設備」という。）を適切な位置に設けるとともに、当

該休憩設備又はその付近に、休憩設備が設けられている旨を

見やすい方法で表示すること。ただし、用途面積の合計が千

平方メートルを超える公益的施設（別表第一イの表七の項、

二十二の項、二十三の項、二十五の項及び二十六の項に掲げ

る施設を除く。）に限る。 

4 直接地上へ通ずる主要な出入口のうち一以上の出入口から人

又は十八の項に定める構造の案内標示等により視覚障害者に建

築物全体の利用に関する情報提供を行うことができる場所（5

において「受付等」という。）までの廊下等には、線状ブロッ

ク（視覚障害者の誘導を行うために床面に敷設されるブロック

その他これに類するものであって、線状の突起が設けられてお

り、かつ、周囲の床面との色の明度の差又は輝度比が大きいこ

と等により容易に識別できるものをいう。以下同じ。）を敷設

し、又は音声により視覚障害者を誘導する装置その他これに代

わる装置を設けること。ただし、直接地上へ通ずる出入口にお

いて常時勤務する者により視覚障害者を誘導することができる

場合その他視覚障害者の誘導上支障のない場合においては、こ

の限りでない。 

5 受付等及び四の項に定める構造のエレベーターの昇降路の出

入口に近接する廊下等の部分には、点状ブロック（視覚障害者

に対し段差の存在等の警告又は注意喚起を行うために床面に敷

設されるブロックその他これに類するものであって、点状の突

起が設けられており、かつ、周囲の床面との色の明度の差又は

輝度比が大きいこと等により容易に識別できるものをいう。以

下同じ。）を敷設すること。ただし、直接地上へ通ずる出入口
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において常時勤務する者により視覚障害者に注意を喚起するこ

とができる場合その他視覚障害者への注意喚起上支障のない場

合においては、この限りでない。 

6 廊下等に設けられる傾斜路及びその踊場は、次に定める構造と

すること。 

(1) 幅は、内のりを一・二メートル（段を併設する場合にあっ

ては、九十センチメートル）以上とすること。 

(2) 勾配は、十二分の一（傾斜路の高さが十六センチメートル

以下の場合にあっては、八分の一）を超えないこと。 

(3) 高さが七十五センチメートルを超える傾斜路にあっては、

高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅一・五メートル以

上の踊場を設けること。 

(4) 両側に連続した手すりを設けること。ただし、段を併設す

る場合は、傾斜路の片側への手すりの設置とすることができ

る。 

(5) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

(6) 傾斜路は、その踊場及び当該傾斜路に接する廊下等の色と

明度の差の大きい色の床材の敷設その他の方法により傾斜路

を識別しやすい構造とすること。 

(7) 壁面に接していない縁は、高さ五センチメートル以上の立

ち上がりの設置その他の方法により身体障害者等が転落する

ことを防ぐ構造とすること。 

(8) 傾斜路の上端及び下端に近接する廊下等及び踊場の部分

には、点状ブロックを敷設すること。 

三 階段 直接地上へ通ずる出入口がない階に通ずる階段（共同住宅等に

あっては、共用のものに限る。）は、次に定める構造（当該公益

的施設が自動車車庫である場合にあっては、次の(1)から(5)までに

定める構造）とすること。 

(1) 両側に連続した手すりを設けること。ただし、従業員のみ

の利用に供する部分については、片側への手すりの設置とす

ることができる。 
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(2) 主たる階段には、回り段を設けないこと。ただし、建築物

の構造上回り段を設けない構造とすることが困難な場合にお

いては、この限りでない。 

(3) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

(4) 段は、踏面、蹴上げ及び段鼻についてそれぞれ明度の差の

大きい、異なる色の使用その他の方法により段を識別しやす

い構造とすること。 

(5) 段は、つまずきにくい構造とすること。 

(6) 階段の上端及び下端に近接する廊下等及び踊場の部分に

は、点状ブロックを敷設すること。 

四 エレベーター 直接地上へ通ずる出入口がない階を有する公益的施設で用途面

積の合計が二千平方メートル以上のものには、籠が当該階（専ら

駐車場の用に供される階にあっては、当該駐車場に車椅子使用者

が円滑に利用できる部分（以下「車椅子使用者用駐車施設」とい

う。）が設けられている階に限る。）に停止する次に定める構造

のエレベーターを設けること。ただし、当該階において提供され

るサービス又は販売される物品を身体障害者等が享受し、又は購

入することができる措置を講ずる場合においては、この限りでな

い。 

(1) 籠の幅は、内のりを一・四メートル以上とし、奥行きは、

内のりを一・三五メートル以上とすること。 

(2) 籠の平面形状は、車椅子の転回に支障がないものとするこ

と。 

(3) 籠内には、籠が停止する予定の階を表示する装置及び籠の

現在位置を表示する装置を設けること。 

(4) 籠内には、籠が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口の

戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設けること。 

(5) 籠の出入口が複数あるエレベーターである場合は、籠が停

止する階ごとの開閉する出入口を見やすい方法で表示すると

ともに、開閉する籠の出入口を音声により知らせる装置を設

けること。 
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(6) 籠内の左右両面及び正面の側板には、手すりを設けるこ

と。ただし、籠の出入口が複数あるエレベーターであって、

当該側板に出入口を設ける場合においては、この限りでない。 

(7) 籠及び昇降路の出入口の幅は、それぞれ内のりを九十セン

チメートル以上とすること。 

(8) 籠内及び乗降ロビーには、車椅子使用者が利用しやすい位

置に制御装置を設けること。 

(9) 籠内及び乗降ロビーに設ける制御装置（(8)に規定する制御

装置を除く。）は、視覚障害者が円滑に操作することができ

る構造とすること。 

(10) 乗降ロビーの幅及び奥行きは、それぞれ内のりを一・五

メートル以上とすること。 

(11) 乗降ロビーには、到着する籠の昇降方向を音声により知

らせる装置を設けること。ただし、籠内に、籠及び昇降路の

出入口の戸が開いた時に籠の昇降方向を音声により知らせる

装置が設けられている場合においては、この限りでない。 

五 エスカレーター エスカレーターのうち一以上のものは、次に定める構造とする

こと。ただし、四の項に定める構造のエレベーターを設置する場

合においては、この限りでない。 

(1) 幅は、内のりを八十センチメートル程度とすること。 

(2) エスカレーターの乗降口の両側に設ける移動式の手すり

の水平部分の長さは、一・二メートル以上とすること。 

(3) 乗降口の床面は、色による縁取りその他の方法により乗降

口の床面とくし板とを識別しやすい構造とすること。 

六 便所 1 公益的施設（共同住宅等を除く。以下この項において同じ。）

に便所を設ける場合（客室の内部に設ける場合を除く。）にお

いては、次に定める基準に適合する便所を一以上（男子用及び

女子用の区分があるときは、それぞれ一以上）設けること。 

(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な

床面積が確保され、かつ、腰掛け便座、手すり、洗面器その

他の設備が適切に配置されている便房（以下「車椅子使用者
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対応便房」という。）が設けられていること。 

(2) 車椅子使用者対応便房の出入口の幅は、内のりを八十セン

チメートル以上とすること。 

(3) 車椅子使用者対応便房の出入口に戸を設ける場合におい

ては、当該戸は、車椅子使用者が円滑に開閉して通過できる

構造とすること。 

(4) 車椅子使用者対応便房の出入口には、車椅子使用者が通過

する際に支障となる段を設けないこと。 

(5) 車椅子使用者対応便房及び当該車椅子使用者対応便房の

ある便所の床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕

上げること。 

(6) 車椅子使用者対応便房の出入口及び当該車椅子使用者対

応便房のある便所の出入口の付近に、車椅子使用者対応便房

を設けている旨及びだれでも使用できる旨を見やすい方法で

表示すること。 

(7) 車椅子使用者対応便房の出入口に戸を設ける場合におい

ては、当該戸に緊急の際に外から開けることのできる構造の

施錠装置を設けること。 

(8) 車椅子使用者対応便房には使用者の有無を示す設備を設

けること。 

(9) 次に掲げる公益的施設（イに定める施設にあっては用途面

積の合計が五千平方メートルを超えるもの、ウに定める施設

にあってはア及びイに定める施設の用途面積の合計が五千平

方メートルを超えるものに限る。）の車椅子使用者対応便房

の中には、介護用ベッドを設けるとともに、車椅子使用者対

応便房の出入口及び当該車椅子使用者対応便房のある便所の

出入口の付近に、介護用ベッドを設けている旨を見やすい方

法で表示すること。 

ア 別表第一イの表二十四の項に掲げる施設 

イ 別表第一イの表二の項、四の項、五の項、九の項、十の

項、十二の項、十三の項又は十六の項から二十一の項まで
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に掲げる施設 

ウ 別表第一イの表二十七の項に掲げる施設 

2 公益的施設に男子用小便器のある便所を設ける場合において

は、手すり付きの床置式の小便器又はこれと同等のものがある

便所を一以上設けること。 

3 公益的施設に洗面器のある便所を設ける場合においては、身体

障害者等が円滑に利用することができる手すり付きの洗面器が

ある便所を一以上設けること。 

4 次に掲げる公益的施設（(2)に定める施設にあっては用途面積

の合計が五十平方メートル以上のもの、(3)に定める施設にあっ

ては用途面積の合計が二千平方メートル以上のもの、(4)に定め

る施設にあっては(1)から(3)までに定める施設の用途面積の合

計が二千平方メートル以上のものに限る。）には、オストメイ

ト（人工肛門又は人工膀胱を造設している者をいう。以下同じ。）

のための設備（パウチ及び尿瓶の洗浄ができる水洗装置、荷物

を置くための設備、汚物入れ並びに衣類を掛けるための設備を

いう。）を設けた便房を一以上（男子用及び女子用の区分があ

るときは、それぞれ一以上）設けるとともに、当該設備を設け

た便房の出入口及び当該設備のある便所の出入口の付近に、オ

ストメイトのための設備を設けている旨を見やすい方法で表示

すること。 

(1) 別表第一イの表二十四の項に掲げる施設 

(2) 別表第一イの表七の項に掲げる施設 

(3) 別表第一イの表一の項1から4まで若しくは6、二の項、四

の項から六の項まで、九の項、十の項、十二の項から二十一

の項まで若しくは二十五の項に掲げる施設又は同表一の項5

に掲げる施設（児童厚生施設に限る。）若しくは同表三の項1

に掲げる施設（特別支援学校に限る。） 

(4) 別表第一イの表二十七の項に掲げる施設 

5 1の(9)アからウまでに掲げる公益的施設（イに定める施設にあ

っては用途面積の合計が千平方メートルを超えるもの、ウに定
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める施設にあってはア及びイに定める施設の用途面積の合計が

千平方メートルを超えるものに限る。）に便所を設ける場合に

おいては、次に定める構造とすること。 

(1) ベビーチェア（乳幼児を安全に座らせることができる設備

をいう。以下同じ。）を設けた便房を一以上（男子用及び女

子用の区分があるときは、それぞれ一以上）設けること。 

(2) ベビーベッド（乳幼児のおむつ替えができる設備をいう。

以下同じ。）を一以上（男子用及び女子用の区分があるとき

は、それぞれ一以上）設けること。ただし、当該施設内に他

におむつ替えができる場所を設ける場合は、この限りでない。 

(3) ベビーチェア又はベビーベッドを設けた便房の出入口及

び当該設備のある便所の出入口の付近に、その設備を設けて

いる旨を見やすい方法で表示すること。 

七 駐車場 1 駐車場（共同住宅等に設けられるものを除く。）には、次に定

める基準に適合する車椅子使用者用駐車施設を設けること。 

(1) 車椅子使用者用駐車施設は、当該車椅子使用者用駐車施設

へ通ずる一の項に定める構造の出入口から当該車椅子使用者

用駐車施設に至る経路（2に定める構造の駐車場内の通路又は

八の項(1)から(4)までに定める構造の敷地内の通路を含むも

のに限る。）の距離ができるだけ短くなる位置に設けること。 

(2) 幅は、三・五メートル以上とし、奥行きは、六メートル以

上とすること。 

(3) 駐車場である旨及び車椅子使用者用駐車施設である旨を

見やすい方法により表示すること。 

(4) 床面又は地面は、水平とすること。 

(5) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

2 車椅子使用者用駐車施設へ通ずる出入口から車椅子使用者用

駐車施設に至る駐車場内の通路は、八の項(1)から(4)までに定め

る構造とすること。 

八 敷地内の通路 敷地内の通路は、次に定める構造とすること。 

(1) 表面は、平たんで、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上
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げること。 

(2) 排水溝を設ける場合においては、車椅子のキャスター、松

葉杖等が落ち込まない構造の溝蓋を設けること。 

(3) 段を設ける場合においては、三の項(1)から(5)までに定め

る構造に準じたものとすること。 

(4) 直接地上へ通ずる一の項に定める構造の各出入口から当

該公益的施設の敷地の接する道路（建築基準法第四十三条第

一項に規定する道路をいい、同条第二項第二号の規定による

許可を受けた建築物にあっては、建築基準法施行規則（昭和

二十五年建設省令第四十号）第十条の三第四項第一号の広い

空地、同項第二号の農道若しくは道又は同項第三号の通路を

含む。以下「道等」という。）又は車椅子使用者用駐車施設

に至る敷地内の通路のうち、それぞれ一以上の敷地内の通路

は、次に定める構造とすること。 

ア 幅員は、一・四メートル以上とすること。ただし、構造

上の理由によりやむを得ない場合は、区間五十メートル以

内ごとに車椅子が転回することができる構造の部分を設け

た上で、一・二メートル以上とすることができる。 

イ 高低差がある場合においては、(6)に定める構造の傾斜路

及びその踊場又は車椅子使用者用特殊構造昇降機を設ける

こと。 

(5) 公益的施設（自動車車庫を除く。）の直接地上へ通ずる一

の項に定める構造の各出入口から道等に至る敷地内の通路の

うち、それぞれ一以上の敷地内の通路は、次に定める構造と

すること。 

ア 線状ブロックを敷設し、又は音声により視覚障害者を誘

導する装置その他これに代わる装置を設けること。 

イ 次に掲げる部分には、点状ブロックを敷設すること。 

（ア） 車路に接する部分 

（イ） 車路を横断する部分 

（ウ） 傾斜路並びに段の上端及び下端に近接する敷地内
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の通路及び踊場の部分 

（エ） 道等に接する部分 

(6) 敷地内の通路に設けられる傾斜路及びその踊場は、(1)並び

に二の項6の(1)から(4)まで並びに(6)及び(7)に定める構造と

すること。 

九 固定式の観覧席又は

客席（以下「観覧席等」

という。） 

1 観覧席等を有する施設には、次に定める構造の車椅子使用者が

利用できる部分（以下「車椅子使用者用席」という。）を当該

車椅子使用者用席へ通ずる一の項に定める構造の観覧席等のあ

る室の出入口から当該車椅子使用者用席に至る経路（2に定める

構造の通路を含むものに限る。）の距離ができるだけ短く、か

つ、観覧がしやすい位置に、観覧席等の総数が五百以下の場合

にあっては二以上、観覧席等の総数が五百を超える場合にあっ

てはその総数に五百分の一を乗じて得た数（その数に一未満の

端数があるときは、これを切り捨てる。）に二を加えた数以上

設けること。 

(1) 一席当たりの幅九十センチメートル以上、奥行き一・一メ

ートル以上とすること。 

(2) 床の表面は、滑りにくい材料で仕上げ、かつ、水平なもの

とすること。 

(3) 車椅子使用者用席の後方に車椅子使用者が円滑に出入り

及び転回ができる部分を設けること。 

2 観覧席等のある室の一の項に定める構造の各出入口から車椅

子使用者用席に至る通路のうち、それぞれ一以上の通路は、次

に定める構造とすること。 

(1) 幅は、内のりを一・二メートル以上とすること。 

(2) 高低差がある場合においては、二の項6(1)から(3)まで及び

(5)に定める構造の傾斜路及びその踊場又は車椅子使用者用

特殊構造昇降機を設けること。 

十 共同浴室 共同浴室を設ける場合においては、次に定める構造の浴室を一

以上（男子用及び女子用の区分があるときは、それぞれ一以上）

設けること。 
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(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な

床面積が確保され、かつ、浴槽、洗い場、脱衣用の腰掛け台、

手すりその他の設備が適切に配置されていること。 

(2) 脱衣場及び洗い場の出入口の幅は、内のりを八十センチメ

ートル以上とすること。 

(3) 脱衣場及び洗い場の出入口には、車椅子使用者が通過する

際に支障となる段を設けないこと。 

(4) 床の表面は、滑りにくい材料で仕上げること。 

(5) 浴室の出入口の戸に施錠装置を設ける場合においては、緊

急の際に外から開けられる構造とすること。 

十一 更衣室及びシャワ

ー室（以下この項にお

いて「更衣室等」とい

う。） 

更衣室等を設ける場合（居室又は客室の内部に設ける場合を除

く。）においては、次に定める構造の更衣室等を一以上（男子用

及び女子用の区分があるときは、それぞれ一以上）設けること。 

(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な

床面積が確保され、かつ、腰掛け台、手すりその他の設備が

適切に配置されている更衣及びシャワーを利用するための区

画（以下この項において「車椅子使用者対応更衣区画等」と

いう。）が設けられていること。 

(2) 車椅子使用者対応更衣区画等の出入口の幅は、内のりを八

十センチメートル以上とすること。 

(3) 車椅子使用者対応更衣区画等の出入口には、車椅子使用者

が通過する際に支障となる段を設けないこと。 

(4) 車椅子使用者対応更衣区画等及び当該車椅子使用者対応

更衣区画等のある更衣室等の床の表面は、滑りにくい材料で

仕上げること。 

十二 共同洗面所 共同洗面所を設ける場合（便所の内部に設ける場合を除く。）

においては、車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十

分な床面積が確保され、かつ、洗面器、手すりその他の設備が適

切に配置されている洗面所を一以上（男子用及び女子用の区分が

あるときは、それぞれ一以上）設けること。 

十三 客室 1 客室の総数が五十以上ある宿泊施設（用途面積の合計が二千平
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方メートル以上のものに限る。）には、次に定める構造の客室

（宿泊用のものに限る。）を客室の総数に百分の一を乗じて得

た数（その数に一未満の数があるときは、その端数を切り上げ

た数）以上設けること。 

(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な

床面積が確保され、かつ、ベッド、手すりその他の設備が適

切に配置されていること。 

(2) 六の項1（(6)及び(9)を除く。）から3までに定める構造の

便所を設けること。 

(3) 十の項に定める構造の浴室を設けること。ただし、当該客

室のある宿泊施設に十の項に定める構造の共同浴室を設ける

場合においては、この限りでない。 

(4) 洗面所を設ける場合においては、当該洗面所は、十二の項

に定める構造とすること。 

2 宿泊施設（用途面積の合計が五千平方メートルを超えるものに

限る。）の客室（1に定める構造の客室を除く。）のうち、一以

上の客室には、音、光その他の方法により視覚障害者及び聴覚

障害者に火災その他の非常事態を知らせる非常警報装置を設け

ること。 

十四 改札口及びレジ通

路（以下この項におい

て「改札口等」という。） 

改札口等を設ける場合においては、次に定める構造の改札口等

を一以上設けること。 

(1) 幅は、内のりを九十センチメートル以上とすること。 

(2) 車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこ

と。 

十五 受付カウンター及

び記載台（以下この項

において「受付カウン

ター等」という。） 

受付カウンター等を設ける場合においては、次に定める構造の

受付カウンター等を一以上設けること。 

(1) 車椅子使用者の利用に配慮した高さとすること。 

(2) 下部に車椅子使用者が利用しやすい空間を設けること。 

十六 公衆電話所 公衆電話所を設ける場合においては、次に定める構造の公衆電

話所を一以上設けること。 

(1) 音量の調節が可能な受話器、点字による表示のあるダイヤ
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ルその他の視覚障害者及び聴覚障害者が円滑に利用すること

ができる機能を備えた公衆電話機を設置すること。 

(2) 電話台は、車椅子使用者が円滑に利用することができる構

造とすること。 

(3) 公衆電話所に出入口を設ける場合においては、当該出入口

は、一の項に定める構造とすること。 

十七 券売機 1 券売機を設ける場合においては、次に定める構造の券売機を一

以上設けること。 

(1) 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な

床面積が確保され、かつ、金銭投入口、運賃ボタン、取消し

ボタンその他の設備が適切に配置されていること。 

(2) 運賃等について、点字による表示又は音声により視覚障害

者を案内する装置その他これに代わる装置を設けること。 

2 直接地上へ通ずる各出入口から当該券売機に至る通路及び当

該券売機から改札口に至る通路のうち、それぞれ一以上の通路

に線状ブロック及び点状ブロックを敷設すること。 

十八 案内板、案内標示

その他これらに類する

もの（以下「案内標示

等」という。） 

1 案内標示等を設ける場合においては、次に定める構造とするこ

と。ただし、常時勤務する者により視覚障害者に建築物全体の

利用に関する情報提供を行うことができる場合においては、こ

の限りでない。 

(1) 建築物の階数、各階各室の室名並びに案内標示等の設けら

れている階の各室、階段、エレベーター、エスカレーター、

出入口及び便所等の位置（車椅子使用者対応便房がある場合

は、その旨）その他建築物の利用に必要な情報を表示するこ

と。 

(2) 文字の色を地色と明度の差の大きいものとし、又は電光掲

示その他の方法により文字を識別しやすいものとすること。 

(3) 点字による表示又は音声により視覚障害者を案内する装

置その他これに代わる設備を設けること。 

2 案内標示等は、身体障害者等が確実に目的の場所に到達できる

よう設置箇所、表記方法等に配慮したものとすること。 
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十九 授乳及びおむつ替

えの場所 

六の項1の(9)イ及びウに掲げる公益的施設（イに定める施設に

あっては用途面積の合計が五千平方メートルを超えるもの、ウに

定める施設にあってはイに定める施設の用途面積の合計が五千平

方メートルを超えるものに限る。）には、次に定める構造の授乳

及びおむつ替えの場所を設けるとともに、当該場所の出入口の付

近に、その旨を見やすい方法で表示すること。 

(1) 乳児に授乳を行うためのいす及び授乳を行う際に荷物を

置くための設備その他これに類する設備を設けること。 

(2) ベビーベッドを設けること。 

(3) 授乳を行うためのスペースは、壁、固定式のついたて等に

より外部から見通しのできないものであること。 

ロ 建築物以外の公共交通機関の施設 

整備項目 整備基準 

一 改札口 改札口を設ける場合においては、イの表十四の項に定める構造

の改札口を一以上設けること。 

二 構内の通路その他こ

れに類するもの（以下

「通路等」という。） 

1 通路等を設ける場合においては、イの表二の項1、2及び6に定

める構造とすること。 

2 一の項に定める構造の各改札口から乗降場に至る経路のうち、

それぞれ一以上の経路における通路等はイの表二の項3に準じ

た構造とすること。この場合において、五の項に定める構造の

エレベーターが設置されるときは、当該一以上の経路は当該エ

レベーターの昇降路を含むものとする。 

3 次に掲げる場所に近接する通路等の部分には、点状ブロックを

敷設すること。 

ア 人又は八の項に定める構造の案内標示等により視覚障害者

に公共交通機関全体の利用に関する情報提供を行うことがで

きる場所 

イ 券売窓口 

ウ 券売機 

エ エレベーターの昇降路の出入口 

オ バス停留所 
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4 一以上の改札口から3に掲げる場所及び乗降場までの通路等

の部分には、線状ブロックを敷設すること。 

三 乗降場 乗降場は、次に定める構造とすること。 

(1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

(2) 乗降場へ通ずる出入口又は乗降場に停止するエレベータ

ーの昇降路の出入口から(3)に規定する部分には、線状ブロッ

クを敷設すること。 

(3) 乗降場の先端のうち、公共交通機関の乗降に利用する部分

には、ホームドア、可動式ホーム柵、点状ブロックその他の

視覚障害者の転落を防止するための設備を設けること。 

(4) 乗降場の両端には、転落防止用の柵を設けること。 

四 階段 階段を設ける場合においては、イの表三の項に定める構造とす

ること。 

五 エレベーター エレベーターを設ける場合においては、次に定める構造とする

こと。 

(1) 籠の内のり幅は、一・四メートル以上とすること。ただし、

籠の出入口が複数あるエレベーターであって、次に定める構

造のものについては、この限りでない。 

ア 籠の停止する階が二のみとするもの（車椅子使用者が車

椅子で後退しながら、籠を降りる必要がないものに限る。）。 

イ 籠の内のり幅を〇・九五メートル以上とするもの。 

(2) 籠の内のり奥行きは、一・三五メートル以上とすること。 

(3) 籠の平面形状は、車椅子の転回に支障がないものとするこ

と。ただし、(1)ただし書に規定する構造のものについては、

この限りでない。 

(4) イの表四の項(3)から(11)までに定める構造のものとする

こと。 

六 エスカレーター エスカレーターを設ける場合においては、イの表五の項に定め

る構造とすること。 

七 便所 便所を設ける場合においては、イの表六の項に定める構造の便

所を一以上（男子用及び女子用の区分があるときは、それぞれ一
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以上）設けること。 

八 案内標示等 案内標示等を設ける場合においては、次に定める構造とするこ

と。ただし、常時勤務する者により視覚障害者に公共交通機関全

体の利用に関する情報提供を行うことができる場合においては、

この限りでない。 

(1) 券売窓口、券売機、エレベーター、エスカレーター、バス

停留所、乗降場、階段、改札口及び便所等の位置（車椅子使

用者対応便房がある場合は、その旨）その他公共交通機関の

利用に必要な情報を表示すること。 

(2) イの表十八の項（1の(1)を除く。）に定める構造とするこ

と。 

九 バス停留所 バス停留所を設ける場合においては、次に定める構造とするこ

と。 

(1) 停留所を示す標識には、車内から見える位置に停留所名及

び次の停留所名を表示すること。 

(2) 主要な交通結節点及び視覚障害者の利用が多い停留所に

は、点字による表示又は音声により視覚障害者を案内する装

置その他これに代わる設備を設けること。 

(3) 点字による表示は、視覚障害者が円滑に利用できる位置に

設けること。 

ハ 道路 

整備項目 整備基準 

一 歩道、自転車歩行者

道その他これらに類す

るもの（以下「歩道等」

という。） 

歩道等を設ける場合においては、次に定める構造とすること。 

(1) 歩道等の有効幅員は、二メートル（自転車歩行者道の有効

幅員は、三メートル）以上とすること。 

(2) 舗装は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上

げとすること。 

(3) 縁石、防護柵、植樹帯その他これらに類する工作物により

車道と明確に分離すること。 

(4) セミフラット形式を標準とすること。 

(5) 横断勾配は、一パーセント以下とすること。ただし、沿道
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の状況その他の特別な理由によりやむを得ない場合には、二

パーセント以下とすることができる。 

(6) 次の部分の段差を切り下げること。 

ア 歩道等の巻き込み部分 

イ 横断歩道と接する部分 

ウ 横断歩道が中央分離帯を横切る部分 

(7) 段差の切下げ部分のすりつけ勾配は、五パーセント以下と

すること。 

(8) 切下げ部分の段差は、二センチメートルを標準とし、角を

とること。 

(9) 排水溝を設ける場合においては、車椅子のキャスター、松

葉杖等が落ち込まない構造の溝蓋を設けること。 

(10) 次に定める歩道等には、線状ブロック及び点状ブロック

（それぞれ黄色その他の周囲の路面との色の明度の差又は輝

度比が大きいこと等により容易に識別できるブロック（縦横

それぞれ三十センチメートルでJIS（産業標準化法（昭和二十

四年法律第百八十五号）第二十条第一項の日本産業規格をい

う。） T 九二五一に適合するものに限る。）に限る。以

下この表において同じ。）を敷設すること。 

ア 市街地を形成している地域の歩道等 

イ 市街地以外で視覚障害者の歩行が多い歩道等及び公共交

通機関の駅及び停留所と視覚障害者の利用が多い施設を結

ぶ歩道等 

二 立体横断橋及び地下

横断歩道（以下この項

において「立体横断施

設」という。） 

 立体横断施設を設ける場合においては、次に定める構造とする

こと。 

(1) 通路は、次に定める構造とすること。 

ア 有効幅員は、二メートル以上とすること。 

イ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕

上げとすること。 

ウ 必要に応じて、線状ブロックを敷設すること。 

(2) 階段は、次に定める構造とすること。 
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ア 蹴上げの寸法は、十六センチメートル以下とすること。 

イ 踏面の寸法は、三十センチメートル以上とすること。 

ウ 蹴込みの寸法は、二センチメートル以下とすること。 

エ 踏面、蹴上げ及び段鼻をそれぞれ識別しやすい構造とす

ること。 

オ 回り段を設けないこと。 

カ 段は、つまずきにくい構造とすること。 

キ 両側に連続した二段の手すりを設けること。 

ク 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕

上げとすること。 

ケ 階段の両側には、十センチメートル程度の立ち上がり部

及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただし、

側面が壁面である場合においては、この限りでない。 

(3) 階段の上端及び下端に近接する部分及び踊場の部分には、

点状ブロックを敷設すること。 

(4) 歩道等の路面から立体横断施設の底部までの高さが二・五

メートル以下である部分には、視覚障害者の衝突を防止する

ために必要な高さの柵を設けること。 

(5) 地下横断歩道は、十分な明るさを確保すること。 

(6) 必要に応じて、次に定める構造の傾斜路及びその踊場を設

けること。 

ア 幅は、内のりを二メートル以上とすること。 

イ 勾配は、五パーセント以下とすること。 

ウ 高さが七十五センチメートルを超える傾斜路にあって

は、高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅一・五メー

トル以上の踊場を設けること。 

エ 傾斜路が同一平面で交差し、又は接続する場合において

は、当該交差又は接続する部分に踏幅一・五メートル以上

の踊場を設けること。 

オ 両側に連続した二段の手すりを設けること。 

カ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕
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上げとすること。 

キ 傾斜路は、その踊場及び当該傾斜路に接する立体横断施

設の色と明度の差の大きい色の使用その他の方法により傾

斜路を識別しやすい構造とすること。 

ク 傾斜路の両面には三十五センチメートル程度の立ち上が

り部及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただ

し、側面が壁面である場合においては、この限りでない。 

ケ 傾斜路の上端及び下端に近接する部分及び踊場の部分に

は、点状ブロックを敷設すること。 

(7) 必要に応じて、次に定める構造のエレベーターを設けるこ

と。 

ア 籠の内のり幅は一・五メートル以上とし、内のり奥行き

は一・五メートル以上とすること。ただし、籠の出入口が

複数あるエレベーターであって、車椅子使用者が円滑に乗

降できる構造のもの（開閉する籠の出入口を音声により知

らせる装置が設けられているものに限る。）にあっては、

籠の内のり幅を一・四メートル以上とし、内のり奥行きを

一・三五メートル以上とすること。 

イ 籠の平面形状は、車椅子の転回に支障がないものとする

こと。 

ウ 籠内には、籠が停止する予定の場所を表示する装置及び

籠の現在位置を表示する装置を設けること。 

エ 籠内には、籠が到着する場所並びに籠及び昇降路の出入

口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設けること。 

オ 籠の出入口が複数あるエレベーターである場合は、籠が

停止する階ごとの開閉する出入口を見やすい方法で表示す

るとともに、開閉する籠の出入口を音声により知らせる装

置を設けること。 

カ 籠内には、非常事態を知らせる自動放送装置を設けるこ

と。 

キ 籠内には、戸の開閉状態を確認することができる鏡を設



28/35 

けること。ただし、籠の出入口が複数あるエレベーターで

あって、籠の停止する階が二のみである場合（車椅子使用

者が車椅子で後退しながら、籠を降りる必要がない場合に

限る。）においては、この限りでない。 

ク 籠の出入口に近接する籠内の部分には、籠の床材と異な

る材質の床材を敷設すること。 

ケ 籠の出入口には、利用者を感知し、戸の閉鎖を自動的に

制止することができる装置を設けること。 

コ 籠内の左右両面の側板には、車椅子使用者が利用しやす

い位置にインターホンを設けること。 

サ 籠内の左右両面及び正面の側板には、手すりを設けるこ

と。ただし、籠の出入口が複数あるエレベーターであって、

当該側板に出入口を設ける場合においては、この限りでな

い。 

シ 籠及び昇降路の出入口の幅は、それぞれ内のりを九十セ

ンチメートル以上とすること。 

ス 籠内の左右両面の側板及び乗降ロビーには、車椅子使用

者が利用しやすい位置に制御装置を設けること。 

セ 籠内及び乗降ロビーに設ける制御装置（セに規定する制

御装置を除く。）は、視覚障害者が円滑に操作することが

できる構造とすること。 

ソ 乗降ロビーの幅及び奥行きは、それぞれ内のりを一・八

メートル以上とすること。 

(8) 必要に応じて、次に定める構造のエスカレーターを設ける

こと。 

ア 幅は、内のりを一メートル以上とすること。 

イ エスカレーターの乗降口の両側に設ける移動式の手すり

の水平部分の長さは、一・二メートル以上とすること。 

ウ 乗降口の床面に色により縁取りをすることその他乗降口

の床面とくし板とを識別しやすい構造とすること。 

エ 乗降口のステップの水平部分は、三枚以上とし、定常段
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差に達するまでのステップの水平部分は五枚以上とするこ

と。 

三 ベンチ 必要に応じて、歩行中に休憩するためのベンチを設けること。 

四 案内標示等 1 必要に応じて、公共施設の位置を示す案内標示等を整備するこ

と。 

2 案内標示等は、身体障害者等が確実に目的の場所に到達できる

よう設置箇所、表記方法等に配慮したものとすること。 

ニ 公園 

整備項目 整備基準 

一 出入口 公園の出入口のうち一以上の出入口（駐車場へ通ずるものを含

む。）は、次に定める構造とすること。 

(1) 幅は、内のりを一・二メートル以上とすること。 

(2) 車止めを設ける場合においては、間隔は、九十センチメー

トルを標準とすること。 

(3) 車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこ

と。 

(4) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

(5) 必要に応じて、線状ブロック及び点状ブロックを敷設する

こと。 

二 園路その他これに類

するもの（以下「園路

等」という。） 

一の項に定める構造の出入口に通ずる車椅子使用者が利用する

園路等のうち主要な園路においては、次に定める構造とすること。 

(1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

(2) 横断勾配は、一パーセント以下（地形の状況その他の特別

の理由によりやむを得ない場合は、二パーセント以下）とし、

かつ、平坦とすること。 

(3) 幅員は、内のりを一・八メートル以上とすること。 

(4) 排水溝を設ける場合においては、車椅子のキャスター、松

葉杖等が落ち込まない構造の溝蓋を設けること。 

(5) 必要に応じて、連続した手すりを設けること。 

(6) 一の項に定める構造の出入口に接する部分の勾配は、五パ

ーセント以下（地形の状況その他の特別の理由によりやむを
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得ない場合は、八パーセント以下）とし、べンチ及び野外卓

に接する部分は、水平とすること。 

(7) 段を設ける場合においては、ハの表二の項(2)（エ及びキか

らケまでを除く。）に定める構造及び次に定める構造とする

こと。 

ア 幅は、内のりを一・五メートル以上とすること。 

イ 必要に応じて、両側に連続した手すりを設けること。 

ウ 踏面、蹴上げ及び段鼻は、原則として識別しやすいもの

とすること。 

(8) 段の上端及び下端に近接する園路等及び踊場の部分には、

原則として点状ブロックを敷設すること。 

(9) 高低差がある場合には、次に定める構造の傾斜路及び踊場

を設けること。 

ア 幅は、内のりを一・五メートル（段を併設する場合にあ

っては、一・二メートル）以上とすること。 

イ 勾配は、十五分の一を超えないこと。 

ウ 高さが七十五センチメートルを超える傾斜路にあって

は、高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅一・五メー

トル以上の踊場を設けること。 

エ 傾斜路が同一平面で交差し、又は接続する場合において

は、当該交差又は接続する部分に踏幅一・五メートル以上

の踊場を設けること。 

オ 必要に応じて、両側に連続した手すりを設けること。 

カ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

キ 傾斜路は、その踊場及び当該傾斜路に接する園路等の色

と明度の差の大きい色の使用その他の方法により、原則と

して傾斜路が識別しやすい構造とすること。 

ク 縁は、高さ五センチメートル以上の立ち上がりの設置そ

の他の方法により身体障害者等が転落することを防止する

構造とすること。 

ケ 傾斜路の上端及び下端に近接する園路等及び踊場の部分



31/35 

には、原則として点状ブロックを敷設すること。 

三 便所 便所を設ける場合においては、イの表六の項1（(9)を除く。）

から3までに定める構造の便所を一以上設けること。 

四 駐車場 1 駐車場には、車椅子使用者用駐車施設を一以上設けることと

し、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害

者等が利用する駐車場には、そのうち一以上に、当該駐車場の

全駐車台数が二百以下の場合は当該駐車台数に五十分の一を乗

じて得た数（その数に一未満の端数があるときは、これを切り

上げる。）以上、全駐車台数が二百を超える場合は当該駐車台

数に百分の一を乗じて得た数（その数に一未満の端数があると

きは、これを切り上げる。）に二を加えた数以上の車椅子使用

者用駐車施設を設けなければならない。ただし、専ら大型自動

二輪車及び普通自動二輪車（いずれも側車付きのものを除く。）

の駐車のための駐車場については、この限りでない。 

2 車椅子使用者用駐車施設は、イの表七の項1に定める構造とす

ること。 

3 車椅子使用者用駐車施設に至る駐車場内の通路は、イの表七の

項2に定める構造とすること。 

五 案内標示等 1 公園全体の利用に関する情報提供を行うことができる案内標

示等を設置する場合においては、次に定める構造とすること。

ただし、常時勤務する者により公園全体の利用に関する情報提

供を行うことができる場合においては、この限りでない。 

(1) 出入口、園路等、広場、便所、水飲場、ベンチ及び野外卓

等の位置（車椅子使用者対応便房がある場合は、その旨）そ

の他公園の利用に必要な情報を表示すること。 

(2) 文字の色を地色と明度の差の大きいものとし、又は電光掲

示その他の方法により、文字を識別しやすいものとすること。 

(3) 必要に応じて、点字及び触知図による情報の表示を行うこ

と。 

(4) 必要に応じて、音声により視覚障害者を案内する装置その

他これに代わる装置を設けること。 
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2 案内標示等は、身体障害者等が確実に目的の場所に到達できる

よう設置箇所、表記方法等に配慮したものとすること。 

六 誘導表示 1 道等へ通ずる各出入口のうち一以上の出入口から人又は五の

項に定める構造の案内標示等により視覚障害者に公園全体の利

用に関する情報提供を行うことができる場所までの園路等に

は、原則として線状ブロックを敷設すること。 

2 人又は五の項に定める構造の案内標示等により視覚障害者に

公園全体の利用に関する情報提供を行うことができる場所に近

接する園路等の部分には、原則として点状ブロックを敷設する

こと。 

七 附帯設備 ベンチ、水飲器、自動販売機、野外卓その他の設備は、身体障

害者等が円滑に利用できる構造とすること。 

ホ 建築物以外の路外駐車場 

整備項目 整備基準 

路外駐車場 1 駐車場には、車椅子使用者用駐車施設を一以上設けること。 

2 一以上の出入口（自動車のみの用に供するものを除く。以下同

じ。）は、イの表一の項1及び4に定める構造とすること。 

3 車椅子使用者用駐車施設は、イの表七の項1に定める基準に適

合するものとすること。 

4 車椅子使用者用駐車施設へ通ずる2に定める構造の出入口か

ら当該車椅子使用者用駐車施設に至る通路は、イの表七の項2

に定める構造とすること。 
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様式第１号（第６条関係） 

（平９，２・追加） 

様式第２号（第７条関係） 

（平９，２・追加） 


